
 

金沢市立義務教育諸学校教科用図書採択取扱要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、金沢市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が、金沢市立義

務教育諸学校において使用する教科用図書の採択について公正且つ適正な実施を図るこ

とを目的とし、採択取扱に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「教科用図書」とは、学校教育法第34条第１項（同法49条及び

第62条において準用する場合を含む。）及び同法附則第９条に規定する教科用図書をい

う。 

 （金沢市立義務教育諸学校教科用図書選定委員会の設置） 

第３条 教育委員会は、第１条の目的を達成するため、金沢市立義務教育諸学校教科用図

書選定委員会（以下「選定委員会」という。）を置く。 

 （教科用図書の採択） 

第４条 教育委員会は、金沢市立義務教育諸学校で使用する教科用図書を採択しようとす

る場合は、選定委員会の意見を聴かなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、新たに文部科学大臣の検定を経た教科用図書が無い場合は、

教育委員会は、現行の教科用図書を採択した際の選定委員会の答申書をもとに、採択を

行うことができるものとする。 

 （教科用図書調査委員会及び教科用図書研究委員会の設置） 

第５条 選定委員会は、専門の事項を調査研究させるため、教科用図書調査委員会（以下

「調査委員会」という。）及び各学校に教科用図書研究委員会（以下「研究委員会」と

いう。）を置く。 

 （選定委員会の役割及び構成） 

第６条 選定委員会は、教育委員会の諮問に応じ、調査委員会及び研究委員会の報告に基

づいて審議し、教育委員会に教科用図書の採択に係る意見を答申する。 

２ 選定委員は12名以内とし、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱又は任命する。 

 (1) 学識経験者 

 (2) 金沢市ＰＴＡ協議会役員 

 (3) 学校関係者 

３ 教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者は、選定委員となることができない。 

４ 選定委員会に委員長及び副委員長をそれぞれ１名置く。 

５ 委員長及び副委員長は、委員の互選によりこれらを選任する。 



 

６ 委員長は、会務を統括する。 

７ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。 

 （選定委員会の会議の招集） 

第７条 選定委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

 （調査委員会の委員の委嘱） 

第８条 調査委員会の委員は、選定委員会が委嘱する。 

 （選定委員及び調査委員の任期） 

第９条 選定委員及び調査委員の任期は当該年度末までとする。 

 （公表等） 

第10条 教育委員会は、金沢市立義務教育諸学校で使用する教科用図書を採択したときは、

次に掲げる事項を公表するものとする。 

 (1) 当該教科用図書の種類 

 (2) 当該教科用図書を採択した理由 

 (3) 教科用図書の研究のために作成した資料 

 (4) 当該教科用図書の採択に係る教育委員会の会議の議事録 

 (5) その他教育委員会が適当と認める事項 

２ 教育委員会は、前項各号に掲げる事項以外の事項について、金沢市情報公開及び個人

情報保護に関する条例（平成３年条例第２号）第６条の規定に基づき公開請求があった

ときは、金沢市情報公開及び個人情報保護に関する条例の規定に基づき、公開するもの

とする。 

 （雑則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成８年５月８日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成17年５月17日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成20年６月26日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成26年５月28日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成30年６月26日から施行する。 

 


